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（単位：百万円）

金 額科 目金 額科 目

（負　債　の　部）（資　産　の　部）
４，８６３，５６２
１５９，５７８

２，３５５，７００
１２５，９８４
１５，４１９

２，１１０，３７７
１７，７９２
７８，７０９
２６５，０４０
５２，０６１
１，６０２
３５３
３５３
１０１
２４
７６

５５，８８８
３４

４，７２７
９，３７１
２，０３３
１９

２，９９１
５２８

３６，１８１
２４

４１，６６３
８８０
１５４
５６０

３５，２７３
　５，３１７，１６５

２４，６５８
７，８４３
７，８３５

８
２７２，０９６
２４，６５８
２４７，４３８

８５９
２３７，４０５
９，１７３

△　　２，１１８
３０２，４８０

△　　９，８４９
△　　　５０６
△　１０，３５６
２９２，１２４

預 金
当 座 預 金
普 通 預 金
貯 蓄 預 金
通 知 預 金
定 期 預 金
定 期 積 金
そ の 他 の 預 金

譲 渡 性 預 金
コ ー ル マ ネ ー
債券貸借取引受入担保金
借 用 金
借 入 金

外 国 為 替
売 渡 外 国 為 替
未 払 外 国 為 替

そ の 他 負 債
未 決 済 為 替 借
未 払 法 人 税 等
未 払 費 用
前 受 収 益
給 付 補 て ん 備 金
金 融 派 生 商 品
リ ー ス 債 務
そ の 他 の 負 債

役 員 賞 与 引 当 金
退 職 給 付 引 当 金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶 発 損 失 引 当 金
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（純　資　産　の　部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別 途 積 立 金
繰越利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
評価・換算差額等合計
純 資 産 の 部 合 計

３１５，４０４
４５，５２４
２６９，８８０
４，５２６
１１，４２１
３７，４５５
１，７２３
１，７６０
３３，９７１
３８，００８

１，７０２，９１２
７６５，４１７
８７，８１５
５４５，４７８
８８，４１１
２１５，７９０

３，３９５，７７２
１８，３６２
１９３，９０３

２，６５９，５１０
５２３，９９５
１，０９６
１，０５６

６
３３

２１，２６７
４
５０

９，０４２
１，７４１
１０，４２７
４０，７３９
１２，７６８
２２，４２２
５２２
９７９

４，０４５
３７９
３７９

５５，６２３
３５，２７３

△　５０，５９１

現 金 預 け 金
現 金
預 け 金

コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
商 品 国 債
商 品 地 方 債
その他の商品有価証券

金 銭 の 信 託
有 価 証 券
国 債
地 方 債
社 債
株 式
そ の 他 の 証 券

貸 出 金
割 引 手 形
手 形 貸 付
証 書 貸 付
当 座 貸 越

外 国 為 替
外 国 他 店 預 け
買 入 外 国 為 替
取 立 外 国 為 替

そ の 他 資 産
未 決 済 為 替 貸
前 払 費 用
未 収 収 益
金 融 派 生 商 品
そ の 他 の 資 産

有 形 固 定 資 産
建 物
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定
その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産
その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

５，６０９，２９０負債及び純資産の部合計５，６０９，２９０資 産 の 部 合 計

貸借対照表（平成２１年３月３１日現在）
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（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　額科 目

１３０，３９９

１１７，７６６

　　　　
　１２，６３２

１５

７２７

　　　　
１１，９２０

　　４，１７４
７，７４５

９１，４１０
６４，０５１
２６，６５０
４７２
２３
２１１

１５，５５６
７，１９２
８，３６４
８，１００
１６７
３５５

７，５４０
３６
０

１５，３３２
１２，９２４
１，４５４
　　９５３

１５，３００
１０，９８９
１，８８８
２，０２０
１７３
９
２０２
１５

６，２６５
２，０７２
４，１９２
１５，５２４
４３１

１０，５３１
４，５６１
６０，２７６
２０，３９９
１２，３２９

１
２，４６４
４２３

　５，１７９

１４
　　　０

８９
　　６３７

７，２４６
△　３，０７２

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
貸 出 金 利 息
有 価 証 券 利 息 配 当 金
コ ー ル ロ ー ン 利 息
預 け 金 利 息
そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益
受 入 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 収 益

そ の 他 業 務 収 益
外 国 為 替 売 買 益
商 品 有 価 証 券 売 買 益
国 債 等 債 券 売 却 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 の 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益
株 式 等 売 却 益
金 銭 の 信 託 運 用 益
そ の 他 の 経 常 収 益

経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
預 金 利 息
譲 渡 性 預 金 利 息
コ ー ル マ ネ ー 利 息
債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息
借 用 金 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用
支 払 為 替 手 数 料
そ の 他 の 役 務 費 用

そ の 他 業 務 費 用
国 債 等 債 券 売 却 損
国 債 等 債 券 償 還 損
国 債 等 債 券 償 却

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
株 式 等 売 却 損
株 式 等 償 却
金 銭 の 信 託 運 用 損
そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益
償 却 債 権 取 立 益

特 別 損 失
固 定 資 産 処 分 損
減 損 損 失

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

損益計算書　　　　　　　　　　　（ ）平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで



（３）

個 別 注 記 表

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

重要な会計方針
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
２．有価証券の評価基準及び評価方法
　（１）　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・
子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決
算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価のないものについては移動
平均法による原価法又は償却原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
　　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については時（２）
価法、その他の金銭の信託については上記　のうちのその他有価証券と同じ方法により行っております。（１）

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。
４．固定資産の減価償却の方法
　（１）　有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定率法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　５年～３１年
そ　の　他　　　４年～２０年

　（２）　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。
　　リース資産（３）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中の「リース資産」は、リース期間
を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

５．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建の資産・負債については、決算日の為替相場による円換算額を付しております。
６．引当金の計上基準
　　貸倒引当金（１）
　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　　役員賞与引当金（２）
　役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当期に帰属する額を計
上しております。
　　退職給付引当金（３）
　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、必要
額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法

により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理



　　役員退職慰労引当金（４）
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づき、当期末における要支給額
を計上しております。
　　睡眠預金払戻損失引当金（５）
　利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実
績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。
　　偶発損失引当金（６）
　信用保証協会との責任共有制度にかかる将来の負担金の支払に備えるため、対象債権に対する代位弁
済の実績率を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。

７．リース取引の処理方法
　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に開始する事
業年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
８．ヘッジ会計の方法
　　金利リスク・ヘッジ（１）
　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジによって
おります。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及
び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき処理しております。ヘ
ッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出
金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピングのうえ特定し評価
しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対象とヘッジ手段の金
利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象資
産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。
　　為替変動リスク・ヘッジ（２）
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨
建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第
２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権
債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認することによ
りヘッジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただ
し、有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

会計方針の変更
（リース取引に関する会計基準）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号平成１９年３月３０日）及び「リース
取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号同前）が平成２０年４月１日以後開始する事
業年度から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用しております。
　これにより、従来の方法に比べ、「有形固定資産」中の「リース資産」は５２２百万円、「その他負債」中の
「リース債務」は５２８百万円増加しておりますが、損益に与える影響は軽微であります。

追加情報
（その他有価証券に係る時価の算定方法の一部変更）
　従来、その他有価証券のうち変動利付国債は、市場価格に基づく価額により評価しておりましたが、「金融
資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年１０月２８日）を
踏まえ、市場価格を時価とみなせないと当行が判断する基準により、当期末においては合理的な見積りに基
づき算定された価額により評価しております。
　これにより、市場価格に基づく価額により評価した場合に比べ、有価証券は２０，２３６百万円、その他有価証
券評価差額金は１２，０２０百万円それぞれ増加し、繰延税金資産は８，２１５百万円減少しております。なお、これに
よる損益への影響はありません。



（５）

　変動利付国債の合理的な見積りに基づき算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップションのボラ
ティリティ等から見積った将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことによ
り算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティが主な価格決定変数であります。

注記事項
（貸借対照表関係）
１．関係会社の株式総額　　　　　　　　　　　９２　百万円
２．貸出金のうち、破綻先債権額は５，５４８百万円、延滞債権額は９６，２１２百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行
った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）
第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。
３．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は９２８百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
４．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２６，１１５百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
５．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１２８，８０４百万円で
あります。
　なお、上記２．から５．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
６．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は１８，３６２百万円であります。

７．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　　　　　　　　　　１５１，４９８　百万円
その他資産　　　　　　　　　　　　　１４１　百万円
担保資産に対応する債務
預金　　　　　　　　　　　　　　　３５，２３６　百万円
コールマネー　　　　　　　　　　　２０，６２８　百万円
債券貸借取引受入担保金　　　　　　１，６０２　百万円

　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３６，４６４百万円を差
し入れております。
　なお、その他の資産のうち保証金は６２百万円であります。
８．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，３９１，４８２百万円であります。このうち原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，３６７，６６６百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、
金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒
絶又は契約極度額の減額をすることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要
に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき
顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
９．有形固定資産の減価償却累計額　　　　６９，４６０　百万円
１０．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　７，８７０　百万円



１１．「有価証券」中の「社債」のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する
当行の保証債務の額は１３，２４６百万円であります。

１２．１株当たりの純資産額　　　　　７７０　円　１３　銭
１３．貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機器の一部等については、所有権移転外ファイナンス
リース契約により使用しております。
　なお、リースにより使用する固定資産に関する事項は次のとおりであります。

通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額
取得価額相当額　　　　　　　　有形固定資産　　１０，００１　百万円

無形固定資産　　１，４５８　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　１１，４６０　百万円

減価償却累計額相当額　　　　　有形固定資産　　５，１９８　百万円
無形固定資産　　　３６４　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　５，５６３　百万円

減損損失累計額相当額　　　　　有形固定資産　　　　１９　百万円
無形固定資産　　　　－　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　　　１９　百万円

期末残高相当額　　　　　　　　有形固定資産　　４，７８３　百万円
無形固定資産　　１，０９４　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　５，８７７　百万円

・未経過リース料期末残高相当額　　１年内　　　　　２，０９４　百万円
１年超　　　　　４，０５２　百万円
合計　　　　　　６，１４６　百万円

・リース資産減損勘定の期末残高　　　　　　　　　　　　１０　百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　２，４１８　百万円
リース資産減損勘定の取崩額　　　　　　　　　　　　３　百万円
減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　２，１７９　百万円
支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　２７７　百万円
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２　百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっております。

１４．関係会社に対する金銭債権総額　　　　　　　　　　　　２１，７０２　百万円
１５．関係会社に対する金銭債務総額　　　　　　　　　　　　２，２８５　百万円
１６．銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己資本比率（国内基準）１２．８４％

（損益計算書関係）
１．関係会社との取引による収益

資金運用取引に係る収益総額　　　　　　　　　　　　　３５２　百万円
役務取引等に係る収益総額　　　　　　　　　　　　　　　７６　百万円
その他業務・その他経常取引に係る収益総額　　　　　　１９３　百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額　　　　　　　　　　　　　　３　百万円
役務取引等に係る費用総額　　　　　　　　　　　　　　５４６　百万円
その他業務・その他経常取引に係る費用総額　　　　　５，０６８　百万円



（７）

資本金
又　は
出資金
（百万円）

３０

会社等の

七十七
信用保証㈱子会社 仙台市

青葉区

名　　称 事業の内容

信用保証業務

又 は 職 業

ローンの回収

被保証

履行による
被保証債務の

各種ローンの

取引の内容 取引金額 科目

－

－

（百万円）

－

－

（百万円）

６３８，０５０

１，３４２

１０

１０

４００

３８

５０

出資金
（百万円）

資本金
又　は

泉　区

医療法人社団
昌慶会

㈱壹岐砂利店

エージェンシー

スタイリング

（当 該 会

社を含む）

社の子会

会 社 等

している

数を所有

宮城県
大河原町

仙台市
太白区

仙台市
青葉区

丸森仲吾

㈱藤　崎

㈱フジ・

その近親

権の過半

者が議決

役員及び

役員

仙台市

仙台市

青葉区

－ －

事業の内容 取引金額

紳士服縫製 資金の貸付－

歯科診療所 －

砂利販売

百貨店友の会運営
保険代理店

－

－

債務の保証

資金の貸付

資金の貸付

債務の保証

百貨店

当行取締役会長
仙台商工会議所
会頭

又 は 職 業

資金の貸付

債務の保証

私募債の引受

への資金の貸付
仙台商工会議所

取引の内容

貸出金３２２ ３１５

諾見返７０ ７０

貸出金３２ ２９

支払承

貸出金

支払承
諾見返

２３９

３８７

２２９

４００

貸出金３，８４４ ４，４８５

社債

支払承
諾見返８３

３８１

１００

３５０

貸出金

科目

１２

（百万円）

１２

（百万円）

㈱藤崎

関係会社とのその他の取引高総額
各種ローンの被保証債務履行に伴う回収額　　　　　　１，７７０　百万円

２．「その他の経常費用」には、債権売却損４，６０５百万円を含んでおります。
３．１株当たり当期純利益金額　　　　　２０　円　４１　銭
４．当期において、宮城県内の営業用店舗１３か所及び遊休資産等３か所について減損損失を計上しておりま
す。
　当行は、減損損失の算定にあたり、原則として、営業用店舗については継続的に収支の把握を行ってい
る個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産については各資産単位で、グルーピングしております。減損
損失を計上した資産グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、割引
前将来キャッシュ・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、
当該減少額６３７百万円（土地４２０百万円、建物１３３百万円、その他の有形固定資産等８３百万円）を減損損失と
して特別損失に計上しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による場
合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを３．６％で割り引いて、
それぞれ算定しております。
５．関連当事者との取引は次のとおりであります。
　　子会社及び関連会社等（１）

取引条件及び取引条件の決定方針等
　保証料は、各種ローンの債務者が上記子会社に直接支払っているほか、一部のローンについては、当行
より支払っております。

　　役員及び個人主要株主等（２）

（注）１．取引金額は平均残高を記載しております。
２．丸森仲吾氏は、平成２０年６月２７日付で任期満了により当行取締役を退任しておりますので、取引
金額については同日までのものを、期末残高については同日現在の残高をそれぞれ記載しておりま
す。

期　末
残　高

残　高
期　末

種類
又は氏名

所在地

種類
又は氏名
名　　称
会社等の

所在地

当行ローン
の被保証先

役員の兼任

との関係
関連当事者所有（被所有）

議決権等の

割 合（％）

割 合（％）
所有（被所有）
議決権等の

との関係
関連当事者

与信取引先

与信取引先

与信取引先

与信取引先

与信取引先

仙台商工会
議所は与信
取引先

　直接
　５．００
　間接
　４５．９０

　直接
　０．０７

所有
　直接
　０．６６

被所有
　直接
　０．０５

被所有　

所有　　



貸借対照表計上額

（百万円）
貸借対照表計上額

その他

　社債

　地方債

合計 １，７００，１２６

２５９，６７４

５２７，７１６

８６，８９５

　国債

売買目的有価証券

債券

株式

１，３７１，０７５

（百万円）

７５６，４６３

６９，３７７

取得原価

当期の損益に含まれた評価差額

４２，７１７

６６１

５，８８４

１，０３０

１０，５８７

１７，５０２

２４，５５３

（百万円）

△　１４，０４２

△　４４，１３５

１，６８６，０８４

２１５，５３９

５３２，２３２

８７，８１５

４，５１６

９１９

評価差額
（百万円）

７６５，４１７

１，３８５，４６５

８５，０７９

（百万円）

３７，４５５

８，９５３

１４，３８９

１５，７０２

（百万円）

うち益

１１

５６，７５９

４４，７９６

１，３６８

１１０

（百万円）

１，６３３

３，１１２

８，８５１

うち損

３．株式会社壹岐砂利店は、当該関連当事者に係る役員が平成２０年６月２７日付で任期満了により当行
取締役を退任しておりますので、取引金額については同日までのものを、期末残高については同日
現在の残高をそれぞれ記載しております。

取引条件及び取引条件の決定方針等
　一般の取引と同様な条件で行っております。なお、役員との取引は、第三者の代表者として行った取
引であります。

（追加情報）
　「関連当事者の開示に関する会計基準」（企業会計基準第１１号平成１８年１０月１７日）及び「関連当事者の開
示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１３号平成１８年１０月１７日）が平成２０年４月１日以
後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から同会計基準及び適用指針を適用し
ております。
　なお、これによる開示対象範囲の変更はありません。

（有価証券関係）
　貸借対照表の「国債」「地方債」「社債」「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」、並びに「買入
金銭債権」中のその他買入金銭債権が含まれております。
１．売買目的有価証券（平成２１年３月３１日現在）

２．その他有価証券で時価のあるもの（平成２１年３月３１日現在）

（注）１．貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．当期において、その他有価証券で時価のある株式等について７，０００百万円減損処理を行っており
ます。

　売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が５０％以上下落した銘柄につ
いてはすべて、また、これ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率
を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行っております。

（追加情報）
　従来、その他有価証券のうち変動利付国債は、市場価格に基づく価額により評価しておりましたが、
「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年
１０月２８日）を踏まえ、市場価格を時価とみなせないと当行が判断する基準により、当期末においては合
理的な見積りに基づき算定された価額により評価しております。



（９）

売却額
（百万円）

その他有価証券

売却損の合計額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

３４５，２２１ ２０，４６４ ４３３

　公募債以外の内国非上場債券

内　　容

　貸付債権信託受益権
満期保有目的の債券

　投資事業組合出資金

　非上場株式
その他有価証券

　子会社・子法人等株式
子会社・子法人等株式

金　　額（百万円）

２５０
１３，２４６
３，２３９

１，２７９

９２

１４２，４３８合計 ７７３，８８９ ３９３，４０７ ２４１，１１９

１７，１８０

４３，７０５

１５９

８１，３９３

１２５，２５８

　社債

　地方債

　国債

その他

債券

（百万円）
１年以内

３３９，２８０

７３，７１１

４７，７８７

（百万円）
１年超５年以内

３１３，１１１

７００，１７８

１６２，４９２

６０，８０９

３９，８６８

（百万円）
５年超１０年以内

１３０，２３７

３３２，５９８

－

４４３

－

２４０，６７５

２４０，６７５

（百万円）
１０年超

　これにより、市場価格に基づく価額により評価した場合に比べ、有価証券は２０，２３６百万円、その他有
価証券評価差額金は１２，０２０百万円それぞれ増加し、繰延税金資産は８，２１５百万円減少しております。なお、
これによる損益への影響はありません。
　変動利付国債の合理的な見積りに基づき算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップションの
ボラティリティ等から見積った将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引く
ことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティが主な価格決定変数
であります。

３．当期中に売却したその他有価証券（自　平成２０年４月１日　至　平成２１年３月３１日）

４．時価評価されていない主な有価証券の内容及び貸借対照表計上額（平成２１年３月３１日現在）

５．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成２１年３月３１日現在）

（金銭の信託関係）
１．運用目的の金銭の信託（平成２１年３月３１日現在）

運用目的の金銭の信託 △　１，０２１

当期の損益に含まれた評価差額

１９，８５２

貸借対照表計上額
（百万円） （百万円）



貸借対照表計上額
（百万円）

その他の
金銭の信託

取得原価
（百万円） （百万円）

評価差額
（百万円）

うち益
（百万円）

うち損

２２，１３５ １８，１５６ △　３，９７９ － ３，９７９

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成２１年３月３１日現在）

（注）１．貸借対照表計上額は、当期末における市場価格等に基づく時価により計上したものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．当期において、その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券で時価のある株式につ
いて５９百万円減損処理を行っております。

　その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち時価のあるものについては、時価が
５０％以上下落した銘柄についてはすべて、また、これ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、
過去の一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理
を行っております。

（税効果会計関係）
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産
貸倒引当金　　　　　　　　　　　　１９，２１２　百万円
退職給付引当金　　　　　　　　　　１６，８５０
減価償却　　　　　　　　　　　　　８，３３９
その他有価証券評価差額金　　　　　８，１７２
有価証券償却　　　　　　　　　　　２，７５７
その他　　　　　　　　　　　　　　４，１４９

繰延税金資産小計　　　　　　　　　　５９，４８１
評価性引当額　　　　　　　　　　△　３，２７４
繰延税金資産合計　　　　　　　　　　５６，２０６

繰延税金負債
固定資産圧縮積立金　　　　　　△　　５８３
繰延税金負債合計　　　　　　　　△　　５８３
繰延税金資産の純額　　　　　　　　　５５，６２３　百万円



（１１）

（単位：百万円）

金 額科 目金 額科 目

（負　債　の　部）（資　産　の　部）
４，８６１，６５７

２６４，８４０

５２，０６１

１，６０２

１５，１９３

１０１

６７，７６４

４２

４２，０９３

９４５

１５４

５６０

３５，２７３

　５，３４２，２９０

２４，６５８

７，８４３

２７３，２５０

△　　２，０９２

３０３，６５９

△　　９，８４８

△　　　５０６

△　１０，３５５

８，６５８

３０１，９６２

預 金

譲 渡 性 預 金

コールマネー及び売渡手形

債券貸借取引受入担保金

借 用 金

外 国 為 替

そ の 他 負 債

役 員 賞 与 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

役員退職慰労引当金

睡眠預金払戻損失引当金

偶 発 損 失 引 当 金

支 払 承 諾

負 債 の 部 合 計

（純　資　産　の　部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

評価・換算差額等合計

少 数 株 主 持 分

純 資 産 の 部 合 計

３１５，５１０

４，５２６

１１，４２１

３７，４５５

３８，００８

１，７１２，９３３

３，３８１，７７９

１，０９６

２８，４９８

３３，８４２

４２，６９７

１２，９４４

２２，８３９

３０５

９７９

５，６２８

１，５２９

１，１４３

３８５

５９，０８８

３５，２７３

△　５９，４０９

現 金 預 け 金

コールローン及び買入手形

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 出 金

外 国 為 替

リース債権及びリース投資資産

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

その他の有形固定資産

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア

その他の無形固定資産

繰 延 税 金 資 産

支 払 承 諾 見 返

貸 倒 引 当 金

５，６４４，２５３負債及び純資産の部合計５，６４４，２５３資 産 の 部 合 計

連結貸借対照表（平成２１年３月３１日現在）

株式会社�

仙台市青葉区中央三丁目３番２０号�

取締役頭取�鎌　田　　宏�

第１２５期　決 算 公 告

平成２１年６月２６日



（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　額科 目

１４８，２６８

１３５，８８９

　　　　　

１２，３７８

４９

７３１

　　　　　

１１，６９６

４，２８４

　　　３１１

７，７２４

９２，００６

６４，５５６

２６，７４１

４７２

２３

２１１

１６，４２６

２４，６５１

　　１５，１８４

１５，５１５

１０，９８６

１，８８８

２，０２０

１７３

２３９

２０６

５，７１８

２９，９１６

６１，８６６

２２，８７３

１４，５４９

　　８，３２４

１４

２

　　　　３１

９３

　　　　６３７

７，６４５

△　３，３６０

経 常 収 益

資 金 運 用 収 益

貸 出 金 利 息

有 価 証 券 利 息 配 当 金

コールローン利息及び買入手形利息

預 け 金 利 息

そ の 他 の 受 入 利 息

役 務 取 引 等 収 益

そ の 他 業 務 収 益

そ の 他 経 常 収 益

経 常 費 用

資 金 調 達 費 用

預 金 利 息

譲 渡 性 預 金 利 息

コールマネー利息及び売渡手形利息

債 券 貸 借 取 引 支 払 利 息

借 用 金 利 息

そ の 他 の 支 払 利 息

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

営 業 経 費

そ の 他 経 常 費 用

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

そ の 他 の 経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

固 定 資 産 処 分 益

償 却 債 権 取 立 益

そ の 他 の 特 別 利 益

特 別 損 失

固 定 資 産 処 分 損

減 損 損 失

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

法 人 税 等 合 計

少 数 株 主 損 失

当 期 純 利 益

連結損益計算書　　　　　　　　　　　（ ）平成２０年４月１日から
平成２１年３月３１日まで
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連 結 注 記 表

　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

　子会社、子法人等及び関連法人等の定義は、銀行法第２条第８項及び銀行法施行令第４条の２に基づいて
おります。

１．連結計算書類の作成方針
　　連結の範囲に関する事項（１）
①　連結される子会社及び子法人等　　　７社
連結される子会社名
七十七ビジネスサービス株式会社
七十七スタッフサービス株式会社
七十七事務代行株式会社
連結される子法人等名
七十七リース株式会社
七十七信用保証株式会社
七十七コンピューターサービス株式会社
株式会社七十七カード

②　非連結の子会社及び子法人等
該当ありません。

　　持分法の適用に関する事項（２）
①　持分法適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
該当ありません。

②　持分法非適用の非連結の子会社及び子法人等、関連法人等
該当ありません。

　　連結される子会社及び子法人等の事業年度等に関する事項（３）
連結される子会社及び子法人等の決算日は次のとおりであります。
３月末日　　　　７社

２．会計処理基準に関する事項
　　商品有価証券の評価基準及び評価方法（１）
　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。
　　有価証券の評価基準及び評価方法（２）
　（　）イ　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、その他
有価証券のうち時価のあるものについては連結決算日の市場価格等に基づく時価法（売却原価は移動
平均法により算定）、時価のないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により行って
おります。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。
　（　）ロ　金銭の信託において信託財産を構成している有価証券の評価は、運用目的の金銭の信託については
時価法、その他の金銭の信託については上記　（　）イのうちのその他有価証券と同じ方法により行っており
ます。

　　デリバティブ取引の評価基準及び評価方法（３）
　デリバティブ取引の評価は、原則として時価法により行っております。
　　減価償却の方法（４）
　（　）イ　有形固定資産（リース資産を除く）
　有形固定資産は、定率法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。
建　　　物　　　５年～３１年
そ　の　他　　　４年～２０年

　連結される子会社及び子法人等の有形固定資産については、主として定率法により償却しておりま
す。



　（　）ロ　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、当
行並びに連結される子会社及び子法人等で定める利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。
　（　）ハ　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」中の「リース資産」は、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

　　貸倒引当金の計上基準（５）
　当行の貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。
　破産、特別清算等、法的に経営破綻の事実が発生している債務者に係る債権及びそれと同等の状況に
ある債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額
を控除し、その残額を計上しております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る
可能性が大きいと認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保
証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める
額を計上しております。上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸
倒実績率等に基づき計上しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独
立した資産自己査定監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行って
おります。
　連結される子会社及び子法人等の貸倒引当金については、自己査定結果に基づき、一般債権について
は過去の貸倒実績率等を勘案して必要と認めた額を、貸倒懸念債権等特定の債権については、個別に回
収可能性を勘案し、回収不能見込額をそれぞれ引き当てております。
　　役員賞与引当金の計上基準（６）
　役員への賞与の支払いに備えるため、役員に対する賞与の支給見込額のうち、当連結会計年度に帰属
する額を計上しております。
　　退職給付引当金の計上基準（７）
　従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基
づき、必要額を計上しております。
　なお、数理計算上の差異の費用処理方法は次のとおりであります。
数理計算上の差異　各連結会計年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）

による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理
　　役員退職慰労引当金の計上基準（８）
　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金支給規定に基づく期末要支給額を計上してお
ります。
　　睡眠預金払戻損失引当金の計上基準（９）
　利益計上した睡眠預金について預金者からの払戻請求に基づく払戻損失に備えるため、過去の払戻実
績に基づく将来の払戻損失見込額を計上しております。
　　　偶発損失引当金の計上基準（１０）
　信用保証協会との責任共有制度にかかる将来の負担金の支払に備えるため、対象債権に対する代位弁
済の実績率を合理的に見積もり、必要と認める額を計上しております。
　　　外貨建資産・負債の換算基準（１１）
　外貨建資産・負債については、連結決算日の為替相場による円換算額を付しております。
　　　リース取引の処理方法（１２）
　借手側の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前に
開始する連結会計年度に属するものについては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっております。
　　　重要なヘッジ会計の方法（１３）
　（　）イ　金利リスク・ヘッジ
　当行の金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、原則として繰延ヘッジ
によっております。ヘッジ取引は、個別ヘッジのほか、「銀行業における金融商品会計基準適用に関す
る会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき処理して
おります。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を相殺するヘッジについて、ヘッジ対象と
なる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）期間毎にグルーピング
のうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッジ対
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象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。
　このほか、ヘッジ会計の要件を充たしており、かつ想定元本、利息の受払条件及び契約期間が対象
資産とほぼ同一である金利スワップ等については、金利スワップの特例処理を行っております。
　（　）ロ　為替変動リスク・ヘッジ
　当行の外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業にお
ける外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委
員会報告第２５号）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外
貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘ
ッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを
確認することによりヘッジの有効性を評価しております。

　　　消費税等の会計処理（１４）
　消費税及び地方消費税（以下、「消費税等」という。）の会計処理は、税抜方式によっております。た
だし、当行の有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当連結会計年度の費用に計上しております。

連結計算書類作成のための基本となる重要な事項の変更
（リース取引に関する会計基準）
　所有権移転外ファイナンス・リース取引については、従来、賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によ
っておりましたが、「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第１３号平成１９年３月３０日）及び「リース
取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第１６号同前）が平成２０年４月１日以後開始する連
結会計年度から適用されることになったことに伴い、当連結会計年度から同会計基準及び適用指針を適用し
ております。
　これによる借手側の損益等に与える影響額は軽微であります。
　貸手側については、従来の方法に比べ、リース債権及びリース投資資産は２８，４９８百万円増加し、有形固定
資産は２６，２０５百万円、無形固定資産は２，５８２百万円それぞれ減少しております。また、経常利益は１０６百万円、
税金等調整前当期純利益は７４百万円それぞれ減少しております。
　なお、貸手側の所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成２０年４月１日前
に開始する連結会計年度に属するものについては、前連結会計年度末における固定資産の適正な帳簿価額を
リース投資資産の期首簿価として計上しております。

追加情報
（その他有価証券に係る時価の算定方法の一部変更）
　従来、その他有価証券のうち変動利付国債は、市場価格に基づく価額により評価しておりましたが、「金融
資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年１０月２８日）を
踏まえ、市場価格を時価とみなせないと当行が判断する基準により、当連結会計年度末においては合理的な
見積りに基づき算定された価額により評価しております。
　これにより、市場価格に基づく価額により評価した場合に比べ、有価証券は２０，２３６百万円、その他有価証
券評価差額金は１２，０２０百万円それぞれ増加し、繰延税金資産は８，２１５百万円減少しております。なお、これに
よる損益への影響はありません。
　変動利付国債の合理的な見積りに基づき算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップションのボラ
ティリティ等から見積った将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引くことによ
り算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティが主な価格決定変数であります。

注記事項
（連結貸借対照表関係）
１．貸出金のうち、破綻先債権額は６，４４７百万円、延滞債権額は９８，２７１百万円であります。
　なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元
本又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行
った部分を除く。以下「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）
第９６条第１項第３号のイからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であ
ります。
　また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図
ることを目的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。



２．貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額は９２８百万円であります。
　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸
出金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。
３．貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は２６，２３１百万円であります。
　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息
の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、
延滞債権及び３カ月以上延滞債権に該当しないものであります。
４．破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は１３１，８７９百万円で
あります。
　なお、１．から　４．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。
５．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会
計士協会業種別監査委員会報告第２４号）に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れ
た商業手形は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金
額は１８，３６２百万円であります。

６．担保に供している資産は次のとおりであります。
担保に供している資産
有価証券　　　　　　　　　１５１，４９８　百万円
その他資産　　　　　　　　　　１４１　百万円
リース投資資産　　　　　　　　７００　百万円

担保資産に対応する債務
預金　　　　　　　　　　　　３５，２３６　百万円
コールマネー　　　　　　　　２０，６２８　百万円
債券貸借取引受入担保金　　　１，６０２　百万円
借用金　　　　　　　　　　　　　４４１　百万円

　上記のほか、為替決済取引の担保あるいは先物取引証拠金等の代用として、有価証券１３６，４６４百万円を差
し入れております。
　なお、その他資産のうち保証金は９４百万円であります。

７．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場
合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸し付けることを約する
契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、１，４４４，３５４百万円であります。このうち原契約期
間が１年以内のもの又は任意の時期に無条件で取消可能なものが１，４２０，５３９百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが
必ずしも当行並びに連結される子会社及び子法人等の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものでは
ありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があるときは、
当行並びに連結される子会社及び子法人等が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をす
ることができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等
の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内（社内）手続に基づき顧客の業況等を把握
し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。
８．有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　　　　　７５，０９５　百万円
９．有形固定資産の圧縮記帳額　　　　　　　　　　　　　７，８７０　百万円
１０．借用金には、リース投資資産１３，７９２百万円を担保に提供する債権譲渡予約を行っている借入金１１，４９４百
万円が含まれております。

１１．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社債に対する当行
の保証債務の額は１３，２４６百万円であります。

１２．１株当たりの純資産額　　　　　７７３　円　２４　銭
１３．連結貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機器の一部等については、所有権移転外ファイナ
ンス・リース契約により使用しております。
　なお、リースにより使用する固定資産に関する事項は次のとおりであります。
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通常の賃貸借取引に係る方法に準じて会計処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引
・リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び年度末残高相当額
取得価額相当額　　　　　　　　　　有形固定資産　　７，７０５　百万円

無形固定資産　　　２２２　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　７，９２８　百万円

減価償却累計額相当額　　　　　　　有形固定資産　　３，８４２　百万円
無形固定資産　　　１６５　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　４，００７　百万円

減損損失累計額相当額　　　　　　　有形固定資産　　　　－　百万円
無形固定資産　　　　－　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　　　－　百万円

年度末残高相当額　　　　　　　　　有形固定資産　　３，８６３　百万円
無形固定資産　　　　５７　百万円
その他　　　　　　　－　百万円
合計　　　　　　３，９２０　百万円

・未経過リース料年度末残高相当額　　　１年内　　　　　１，４４３　百万円
１年超　　　　　２，６５４　百万円
合計　　　　　　４，０９８　百万円

・リース資産減損勘定年度末残高　　　　　　　　　　　　　　－　百万円
・支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失
支払リース料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１，５６５　百万円
リース資産減損勘定の取崩額　　　　　　　　　　　　　　－　百万円
減価償却費相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　１，４２９　百万円
支払利息相当額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６３　百万円
減損損失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－　百万円

・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法
　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各連結会計年度への配
分方法については、利息法によっております。

１４．当行並びに連結される子会社及び子法人等は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一
時金制度を設けております。
当連結会計年度末の退職給付債務等は次のとおりであります。
　退職給付債務　　　　　　　　　　△　９８，７４８　百万円
　年金資産（時価）　　　　　　　　　　３３，５９９　　　　
　未積立退職給付債務　　　　　　　△　６５，１４９
　会計基準変更時差異の未処理額　　　　　　－
　未認識数理計算上の差異　　　　　　　２３，０５６
　未認識過去勤務債務　　　　　　　　　　　－　　　　
　連結貸借対照表計上額の純額　　　△　４２，０９３
　　前払年金費用　　　　　　　　　　　　　－
　　退職給付引当金　　　　　　　　△　４２，０９３

１５．銀行法施行規則第１７条の５第１項第３号ロに規定する連結自己資本比率（国内基準）１３．０５％

（連結損益計算書関係）
１．「その他の経常費用」には、債権売却損４，７５２百万円及び株式等償却２，４７０百万円を含んでおります。
２．１株当たり当期純利益金額　　　　　２０　円　３６　銭
３．当連結会計年度において、当行は、宮城県内の営業用店舗１３か所及び遊休資産等３か所について減損損
失を計上しております。



（百万円）

売買目的有価証券 １１３７，４５５

連結貸借対照表計上額 当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額（百万円）

計上額（百万円）

　国債

　地方債

　社債

その他

合計

債券

株式

８６，８９５

１，７００，１５７

２５９，６７４

５２７，７１６

１，３７１，０７５

７５６，４６３

６９，４０７

地方債

合計

国債

取得原価
（百万円）

１０，０１２

２，２９９

７，７１２

連結貸借対照表
（百万円）（百万円） （百万円） （百万円）

４２，７３５

６６１

５，８８４

１，０３０

１０，５８７

１７，５０２

２４，５７２

８７

８３

（百万円）

△　１４，０２４

△　４４，１３５

８７，８１５

１，６８６，１３８

２１５，５３９

５３２，２３２

７６５，４１７

１，３８５，４６５

８５，１３４

９１９

４，５１６

８，９５３

１４，３８９

１５，７２０

（百万円）
評価差額連結貸借対照表

計上額（百万円）

１０，０９７

２，３０２

７，７９５

うち益

８５

２

８３

１１０

４４，７９６

５６，７６０

１，３６８

１，６３３

３，１１２

８，８５１

うち損
（百万円）

４

１

１

－

差　額時　価 うち益 うち損

　減損損失の算定にあたり、原則として、当行の営業用店舗については継続的に収支の把握を行っている
個別営業店単位で、遊休又は処分予定資産については各資産単位で、グルーピングしております。また、
連結される子会社及び子法人等は各社をそれぞれ１つのグループとしております。減損損失を計上した資
産グループは、営業キャッシュ・フローの低下及び継続的な地価の下落等により、割引前将来キャッシュ
・フローの総額が帳簿価額に満たないことから、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額６３７百万
円（土地４２０百万円、建物１３３百万円、その他の有形固定資産等８３百万円）を減損損失として特別損失に計
上しております。
　なお、回収可能価額は、正味売却価額と使用価値のいずれか高い方としており、正味売却価額による場
合は不動産鑑定評価基準等に基づき、使用価値による場合は将来キャッシュ・フローを３．６％で割り引いて、
それぞれ算定しております。

（有価証券関係）
　連結貸借対照表の、「有価証券」のほか、「商品有価証券」、並びに「買入金銭債権」中のその他買入金銭債
権が含まれております。
１．売買目的有価証券（平成２１年３月３１日現在）

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成２１年３月３１日現在）

（注）１．時価は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づいております。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「差額」の内訳であります。

３．その他有価証券で時価のあるもの（平成２１年３月３１日現在）

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上し
たものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．当連結会計年度において、その他有価証券で時価のある株式等について７，００６百万円減損処理を
行っております。

　売買目的有価証券以外の有価証券のうち時価のあるものについて、時価が５０％以上下落した銘柄につ
いてはすべて、また、これ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、過去の一定期間の下落率
を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理を行っております。



（１９）

その他有価証券

売却益の合計額
（百万円）
売却額

（百万円）

４３３

（百万円）
売却損の合計額

３４５，２２１ ２０，４６４

１４４，５４０

１７，１８０

４３，７０５

１５９

８３，４９４

１２７，３５９

　公募債以外の内国非上場債券

　社債

　地方債

　国債

その他

合計

債券

　貸付債権信託受益権
満期保有目的の債券

　投資事業組合出資金

　非上場株式
その他有価証券

１年以内
（百万円）

内　　容

３３９，２８０

７８１，８００

７３，７１１

５０，０８６

３１８，７２２

７０８，０８９

１６２，４９２

３９３，４０７

６０，８０９

３９，８６８

１３０，２３７

３３２，５９８

（百万円）
１年超５年以内

１３，２４６

（百万円）
５年超１０年以内

２５０

３，２８５

１，２７９

２４１，１１９

４４３

－

２４０，６７５

２４０，６７５

－

（百万円）
１０年超

金　　額（百万円）

（追加情報）
　従来、その他有価証券のうち変動利付国債は、市場価格に基づく価額により評価しておりましたが、
「金融資産の時価の算定に関する実務上の取扱い」（企業会計基準委員会実務対応報告第２５号平成２０年
１０月２８日）を踏まえ、市場価格を時価とみなせないと当行が判断する基準により、当連結会計年度末に
おいては合理的な見積りに基づき算定された価額により評価しております。
　これにより、市場価格に基づく価額により評価した場合に比べ、有価証券は２０，２３６百万円、その他有
価証券評価差額金は１２，０２０百万円それぞれ増加し、繰延税金資産は８，２１５百万円減少しております。なお、
これによる損益への影響はありません。
　変動利付国債の合理的な見積りに基づき算定された価額は、国債の利回り及び金利スワップションの
ボラティリティ等から見積った将来キャッシュ・フローを、同利回りに基づく割引率を用いて割り引く
ことにより算定しており、国債の利回り及び金利スワップションのボラティリティが主な価格決定変数
であります。

４．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自　平成２０年４月１日　至　平成２１年３月３１日）

５．時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額（平成２１年３月３１日現在）

６．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の償還予定額（平成２１年３月３１日現在）

（金銭の信託関係）
１．運用目的の金銭の信託（平成２１年３月３１日現在）

連結貸借対照表計上額

運用目的の金銭の信託

当連結会計年度の損益に
含まれた評価差額（百万円）

△　１，０２１１９，８５２

（百万円）



取得原価
（百万円） （百万円）（百万円）

評価差額連結貸借対照表
計上額（百万円）

うち益 うち損
（百万円）

その他の
金銭の信託 ２２，１３５ １８，１５６ △　３，９７９ － ３，９７９

２．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（平成２１年３月３１日現在）

（注）１．連結貸借対照表計上額は、当連結会計年度末日における市場価格等に基づく時価により計上し
たものであります。
２．「うち益」「うち損」はそれぞれ「評価差額」の内訳であります。
３．当連結会計年度において、その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券で時価のあ
る株式について５９百万円減損処理を行っております。

　その他の金銭の信託の信託財産を構成している有価証券のうち時価のあるものについては、時価が
５０％以上下落した銘柄についてはすべて、また、これ以外で、時価が３０％以上下落した銘柄については、
過去の一定期間の下落率を勘案し、価格回復の可能性の認められないものについて、それぞれ減損処理
を行っております。
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